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 経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

にかほ市商工会（法人番号 1410005002222）  

にかほ市    （地方公共団体コード 052141） 

実施期間 令和 6 年 4 月 1 日～令和 11 年 3 月 31 日 

目標 

経営発達支援事業の目標  

１．小規模事業者の経営基盤を強化し環境変化に強い事業者の育成 

２．地域経済活性化に向けた円滑な事業承継及び新規創業者の創出 

３．小規模事業者の域外への需要開拓や生産性向上による『稼ぐ力 

  が強いまちづくり』の推進 

４．職員の支援能力向上とチーム支援による伴走型支援体制の強化 

事業内容 

経営発達支援事業の内容 

１．地域経済動向調査に関すること 

 四半期ごとに地域の経済動向を調査し、事業者情報を収集・分析

することで、事業計画策定のための基礎資料として活用する。 

２．需要動向調査に関すること 

にかほ市の地域資源等を題材にした顧客ニーズや選好を知るため

の調査の実施、分析を行う。分析結果を小規模事業者の需要開拓策

の立案や実行に活用する他、計画策定や見直しに活用する。 

３．経営状況の分析に関すること  

経済動向調査等で把握した支援ニーズをシステムに蓄積し、その

データを活用した経営分析等により小規模事業者の本質課題を捉

え、経営課題の解決方策の検討と事業計画の策定支援に活用する。 

４．事業計画の策定支援に関すること 

   ＤＸ推進及び事業計画策定等セミナーを実施し、デジタル化の取

組支援及び小規模事業者の持続的発展、創業及び事業承継を支援す

る。さらに経営段階に応じた実現可能な事業計画の策定支援を行う。 

５．事業計画策定後の実施支援に関すること 

小規模事業者の事業計画策定後の円滑な計画実行のため、定期的

な巡回訪問を実施し、事業計画の進捗状況の確認を行い、確実な実

現を目指す。また、専門家を活用し早期の課題解決を支援する。 

６．新たな需要の開拓支援に寄与する事業に関すること 

にかほ市の地域資源の活用促進と小規模事業者の成長発展に不可

欠な新需要開拓に向けて、展示会・商談会等への出展支援を行う。 

連絡先 

にかほ市商工会  

〒018-0311 

秋田県 にかほ市 金浦 字十二林 158 番地 9 号 

TEL：0184-38-3350  FAX：0184-38-3930 

e-ｍail：nikaho@skr-akita.or.jp 

にかほ市 商工観光部 商工政策課 

〒018-0192 

秋田県 にかほ市 象潟町 字浜ノ田 1 番地 

TEL：0184-43-7600  FAX：0184-43-3239 

e-ｍail：shoukou@city.nikaho.lg.jp 
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（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

１10年程度の期間を見据えた業種別の振興のあり方 

新型コロナウイルス感染症の影響は経営に大きな打撃を与えており、特に経営基盤が弱い小規

模事業者のさらなる経営の弱体化につながっている。また、原材料や燃料の価格高騰、海外から

の種々の原材料調達難などの不安要素に加え、少子高齢化、人口減少により人手不足、後継者不

足がこれまで以上に深刻化することが予想される。 

一方で、鳥海ダムや洋上風力発電の建設工事が続くことやＴＤＫ㈱の大規模独身寮完成、山形

県への日本海沿岸東北自動車道の延伸により交流人口の拡大が見込まれ消費拡大が期待できる。 

そこで当会では、小規模事業者への支援のあり方を、よりきめ細やかに計画するために、工業、

商業、サービス業の 3つの切り口を念頭に、以後の「経営発達支援事業の内容」を展開したい。 

結果、革新的な取組や新たな販路を切り拓く力強さを引き出すことを実現し、環境変化に順応

できる強い事業者を育成したい。また、ＤＸの推進により労働生産性や業務効率の向上、集客や

販促活動の実現性の強化といったテーマにも取り組んでいきたい。 

 

(工業の振興のあり方) 

 先述のとおり、多くの事業者は下請的な体質であり、発注元の業務量、生産量といった業績に

受注量が大きく左右される。また、低価格要請も強く価格競争に巻き込まれることもあり得る。 

そこで、伴走する事業者に「リスクマネジメント」の理解を促し、合わせて受注先の多様化に

よる脱下請けを選好してもらわなければならないと考える。そのためには、技術力、開発力を高

める努力を誘発し、高付加価値な商品や製品づくりに舵を切ってもらいたい。 

また、人材不足を補うため、さらには費用対効果が高い業務改善等、ＩＴ化やＤＸ等を推進で

きる体制づくりを側面支援していきたい。 

 

(商業の振興のあり方) 

 人口減少等により地域内のマーケットが縮小する中で、地域外に販路を拡大していく必要性が

強まっている。ＷｅｂサイトやＳＮＳ等を活用した積極的な情報発信のスキル向上、地域外の展

示商談会等での「魅力ある商談の展開」等、地域外で需要開拓ができる能力を育成していきたい。 

また、急激に進むデジタル社会に対応するためにキャッシュレス決済への対応やＥＣサイトの

活用等の取組が求められることから、その対応に取り組む強い小規模事業者への支援を行う。 

 

(サービス業の振興のあり方) 

 新型コロナウイルス感染症の収束や高速道路の延伸による観光客の増加に加え、今後の外国人

観光客の誘客を見据えたインバウンド対策及びキャッシュレス決済等の取組が重要である。 

また、消費者のニーズは多面的で多様化しており、それらを十分に踏まえた需要開拓の取組が

必要である。今後も人口減少が進むなかで地域の魅力を再発見し地域資源を活用した魅力ある商

品・サービスづくりに取り組むことで「選ばれるお店」づくり等に取り組む強い小規模事業者へ

の支援を行う。 

 

(特記：地域資源を活用した事業の振興のあり方) 

 地域内において、伝統的かつ認知度が高い「地域食材を活用した商品・サービス」であっても、

地域外では認知度が低いといったケースが散見される。そこで当会は、これらの商品・サービス

を地域外でも認知度の高いものに育て上げる支援がしたい。認知度が高まれば、相応なプロモー

ションを展開でき、想定通りの販路拡大につなげることが可能である。  

また、既存の商品だけでなく、多種多様な新たな地域資源を活用した商品づくりに取り組む「強

い小規模事業者」への支援も展開したい。 
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３商工会の小規模事業者支援における役割 

 当商工会では、前期の経営発達支援計画を通じて、事業者の置かれている状況、経営課題など

を経営指導員等で認識し、図表 13のように 5段階に分類し伴走支援を展開している。 

前期の計画中には、事業者が想定通り成長し、Ａという段階を卒業したものが多く、今後はＢ

がＡに、ＣがＢへランクアップするものがある。本計画では、ここで言うＢやＡの段階にある事

業者と、ＣとＥの段階にある事業者の重点支援を進めていきたい。 

 

分類 伴走支援の位置付け 支援の内容 事業者数 

Ａ 
今後も重点支援する

必要がある 

前期の経営発達支援計画を踏まえ、継続支援し

ている。想定した成長が実現できるまで、もう

１歩である。 

9者 

Ｂ 
今後も継続支援する

必要がある 

前期の経営発達支援計画より、継続支援してい

る。想定した成長が実現できるまで、粘り強い

かかわりが必要である。 

37者 

Ｃ 
今後、支援の見込が

ある 

現状、支援の緊急度は低いが、日常のかかわり

の中で、いくつかの経営課題を確認している。 
44者 

Ｄ 
今後も支援する見込

みが無い 

躍動的に活動しており、特段、目立った経営課

題は見当たらない。また自己解決能力も優れて

いる。目を掛けておき、いざという時に対処で

きるようにしたい。 

48者 

Ｅ 
これから支援を見込

んでいる 

更なる成長のために、越えなければならない経

営課題が散在している。 
32者 

 

 

図表 13 で対象とする事業者は 122 者である。工業、商業、サービス業の 122 者に対する重点

支援を通じて、にかほ市の経済のダイナミズムに貢献していきたいと考えている。 

 

(３)経営発達支援事業の目標 

先述の「地域の現状と課題」、「小規模事業者の中長期的な振興のあり方」を踏まえ、以下の 4

つの目標を掲げて経営発達支援事業を実施する。 

 

１小規模事業者の経営基盤を強化し環境変化に強い事業者の育成 

対話と傾聴を通じて小規模事業者の強みや特徴を引き出し、経営状況分析や事業計画策定、実

行を伴走支援し革新的な取組を促進する。また、ＤＸの推進により環境変化に対応した持続的な

経営や可能性を拡げる経営力向上を支援する。 

 

≪1年目～5年目の 5年間（累計）：本計画の対象期間≫ 

対象業種 経営状況分析の実現事業者数 
事業計画策定の実現事業者数 

(DX の配慮含む) 

工業 235者 65者 

商業 130者 30者 

サービス業 245者 65者 

 

 

 

図表 13 
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≪6年目～10年目の 5年間（累計）≫ 

対象業種 経営状況分析の実現事業者数 
事業計画策定の実現事業者数 

(DX の配慮含む) 

工業 235者 65者 

商業 130者 30者 

サービス業 245者 65者 

 

２地域経済活性化に向けた円滑な事業承継及び新規創業者の創出 

事業の新陳代謝を円滑に図り計画的な事業展開を行っていくための事業承継計画策定・実現を

支援する。また、今後の地域経済を担う創業者への計画策定、施策活用の提案までの一連の伴走

支援を行い、地域経済活性化に向けた小規模事業者の育成を図る。 

 

≪1年目～5年目の 5年間（累計）：本計画の対象期間≫ 

対象業種 事業承継計画策定の実現事業者数 創業計画策定の実現事業者数 

工業 10者 10者 

商業 10者 10者 

サービス業 10者 10者 

 

≪6年目～10年目の 5年間（累計）≫ 

対象業種 事業承継計画策定の実現事業者数 創業計画策定の実現事業者数 

工業 10者 10者 

商業 10者 10者 

サービス業 10者 10者 

 

３小規模事業者の域外への需要開拓や生産性向上による『稼ぐ力が強いまちづくり』の推進 

小規模事業者の保有する技術や地域資源の活用により、新商品、新サービスづくり、積極的な

情報発信、地域外での商談機会の提供により、需要開拓及び販路拡大につなげる。また、ＤＸを

支援し、事業者の経営資源を最大限活用することにより付加価値向上を図る。 

 

≪1年目～5年目の 5年間（累計）：本計画の対象期間≫ 

対象業種 売上増加実現事業者数 売上増加率：対前年比 

工業 5者 10％以上増加 

商業 5者 10％以上増加 

サービス業 5者 10％以上増加 

地域資源活用事業 15者 10％以上増加 

 

≪6年目～10年目の 5年間（累計）≫ 

対象業種 売上増加実現事業者数 売上増加率：対前年比 

工業 5者 10％以上増加 

商業 5者 10％以上増加 

サービス業 5者 10％以上増加 

地域資源活用事業 15者 10％以上増加 
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４職員の支援能力向上とチーム支援による伴走型支援体制の強化  

職員間で支援ノウハウを情報共有し、小規模事業者が求める支援ニーズの適格な把握と持続的

発展に向けた総合的な支援能力の向上を図る。また、高度化・複雑化する事業者の経営課題に対

して、専門家や関係機関とのチーム支援により、質の高いサポートを実現する。 

≪1年目～5年目の 5年間：本計画の対象期間≫ 

職員のマーケティング支援育成能力の育成研修 職員のビジネス統計活用支援能力の育成研修 

年 1回 年 1 回 

≪6年目～10年目の 5年間≫ 

職員のマーケティング支援育成能力の育成研修 職員のビジネス統計活用支援能力の育成研修 

年 1回 年 1 回 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和 6年 4月 1日～令和 11年 3月 31日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

先述のとおり、事業者との対話と傾聴を通じて経営の本質的な課題を事業者自らが認識することに

重点を置き地域の現状と課題や長期的な小規模事業者の振興の在り方を展望したうえで、今後 5年間

にわたる経営発達支援計画による目標達成の取り組みの方針を次のとおり設定する。 

 

１業種別を切口にした方針 

・工業に対する方針 

にかほ市の基幹産業である「工業」の経済が成長・発展することは、地域産業全体の経済活動活性

化への波及効果が大きく期待できる。このことは、結果として地域経済は力強く飛躍できることにつ

ながる。地区内製造業者及び建設関連事業の多様な技術力・技能を強みとしてＤＸを活用することで

更なる小規模事業者の生産性向上を図る。ついては、個々の高い技術力を生かした「革新的な取組」

や「高付加価値な製品づくり」を促進し、一層の競争力強化を図ることで取引先の拡大や儲かる企業

づくりを支援する。 

 

・製造業及び建設関連事業の経済動向を把握し、結果を巡回訪問等でフィードバックする。 

・各種調査結果を基礎資料として経営革新や新事業展開等の事業計画策定を支援する。 

・計画を実施するための伴走型支援と具現化に必要な各種施策の情報を提供する。 

・需要動向把握のための調査やセミナーの開催等による情報収集を支援する。 

・需要開拓のためのビジネスマッチを支援する。 

・ＤＸを活用した生産性向上への取組を支援する。 

 

・商業に対する方針 

地区内商業者は自然減となる地域内の顧客を維持しながら、一方で個店の強みを生かした取組や地

域外の新たな顧客を獲得するための取組が必要である。そこで、効果的な情報発信を行い広くプロモ

ーションを行うとともに魅力ある商品づくりを促進し、地域外や若年層などの新たなターゲット層の

獲得への取組を支援する。 

 

・経済動向調査により地域の商業環境を把握し、その結果をフィードバックする。 

・他の経済指標等も活用し消費者ニーズに応える個店の事業計画策定を支援する。 

・個店の魅力を向上させつつ、事業者間連携を含めた販路拡大に向けた取組を支援する。 

   ・ＩＴツールの活用やデジタル技術の活用に関する支援を行う。 

 

・サービス業に対する方針 

地区内の飲食業・宿泊業者などのサービス業者は、消費者ニーズが多様化するなかで個店の特色を

生かした地域資源等を活用した商品・サービスづくりや顧客満足度の高い「選ばれるお店」づくりに

向けた取組が必要である。また、インバウンド対策や観光客の集客を見据えたＩＴツールの活用や効

果的なプロモーションが必要になることから、それらに積極的に取り組む事業者を支援する。 

 

・経済動向調査により地域の観光情報や地域事情を把握し、その結果をフィードバックする。 

・他の経済指標等も活用し消費者ニーズに応える個店の事業計画策定を支援する。 

・「選ばれるお店」づくりに向けた効果的なプロモーション等の取組を支援する。 

   ・ＩＴツールの活用やデジタル技術の活用に関する支援を行う。 
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(補足：地域資源の活用の視点) 

地域資源については、全国的には有名ではないものの認知度を向上させブランド化に向けて展開し

ていく必要がある。地域内には潜在的な資源を多数有していることから、調査・研究を進め、その発

掘を実現することで活用の可能性を拡げていく。ついては、地域資源を活用した商品開発や地域外へ

の販路拡大に向けた取組を展開する事業者への支援を行う。 

 

・需要動向把握のための調査や地域外市場の情報収集等を支援する。 

・需要開拓のための展示商談会への出展を支援する。 

・地域外への効果的な情報発信やプロモーションによる需要開拓を支援する。 

・需要動向調査を踏まえた地域資源を活用した新商品・新サービス開発を支援する。 

 

２支援テーマを切口にした方針 

・新たな創業または第 2創業の実現 

創業の機運を管内に高め、創業者を増やしていくことは、地域経済を盛り上げるという意味で重要

である。また、第 2創業である「既存事業者が新事業にチャレンジしていくこと」も、同様の効果が

ある。 

当商工会は、重点支援していく工業、商業、サービス業において、以下の視点で取り組んでいく。 

対象業種 創業支援のポイント 第 2創業の支援のポイント 

工業 
・自社の技術力・製品の把握 

・設備投資とその効果の検証 

・新たな取引先の開拓・拡大 

・既存事業の強みと市場ニーズの把握 

商業 
・主力商品の魅力や強みの把握 

・明確なターゲット層の選定 

・新事業に向けた商圏の把握 

・独自性のある自社商品の研究・開発 

サービス業 
・サービスの魅力や強みの把握 

・消費者ニーズを捉えたサービスの把握 

・効果的なプロモーションへの取組 

・独自性のあるサービスの研究・開発 

 

・新たな需要開拓の実現 

支援の現場では、想定通りの集客人数や販売量の未達により想定通りの売上を確保できず苦しむ事

業者が多い。そこで、本計画では事業者の抱えている課題に真摯に向き合い、想定通りの売上確保が

実現できるよう下表の視点で粘り強く伴走していく。 

対象業種 需要開拓支援のポイント 

工業 

・事業者が必要とする需要動向の把握 

・受注先の多様化 

・オリジナルの商品開発 

・トレンドや最新技術の把握・研究 

・自社分析による技術や製品の把握 

商業 

・顧客ニーズの把握 

・ターゲット層の選定 

・自社商品の分析・把握 

・事業者が必要とする需要動向の把握 

・販路の開拓 

・オリジナルの商品開発 

サービス業 

・地域資源の活用 

・効果的なプロモーションへの取組 

・自社特有のサービスの把握と開発 

・事業者が必要とする需要動向の把握 

・販路の開拓 
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・ＤＸへの重要性の啓発と事業での活用の推進 

感染症の影響「非接触、非対面」の中で、多くの事業者はＩＴ化の重要性を認識した。それは業務

効率の向上や需要開拓の取組の場面においてである。当会はその機運を大切にし、事業におけるＩＴ

化の更なる推進、加えてＤＸの事業への反映への歩みを側面支援していく。 

対象業種 ＩＴ化やＤＸへの支援のポイント 

工業 

・人手不足を補う生産性向上・業務効 

率化の推進 

・品質向上による自社ブランド化 

商業 

・非接触端末の導入 

・ＥＣサイト等による地域外の販路 

拡大 

サービス業 
・効果的なプロモーションへの取組 

・ＳＮＳ等による効果的な情報発信 

 

 

Ⅰ.経営発達支援事業の内容 

 

３．地域の経済動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

前期の経営発達支援計画実施前までは、秋田県が発行している「秋田県内経済動向調査」等の

外部調査により把握し、巡回訪問時など様々な機会を通じて活用・提供している程度であった。

調査範囲が秋田県全域と広く、当地域の経済動向を適切に把握することができなかった。 

しかしながら、前期の経営発達支援計画を通じて当地域の経済動向を把握する習慣化が実現して

いる。また、地域の小規模事業者がこの動向を「自らの事業に活かすこと」までは想定した取組に

至っていない。 

 

（２）目標 

支援内容 現行 令和 6 年 令和 7 年 令和 8 年 令和 9 年 令和 10年 

景気動向調査（ヒアリング） 4回/年 4回/年 4回/年 4回/年 4回/年 4回/年 

景気動向調査事業者数 30者 30者 30者 30者 30者 30者 

調査結果公表（ホームページ） 4回 4回 4回 4回 4回 4回 

 

（３）事業内容 

１「秋田県内経済動向調査」等の外部調査を活用した現状把握 

「県内経済動向調査」は、秋田県内の経済動向を迅速かつ正確に把握し分析することにより、県の

産業労働政策を機動的に運用することを目的に県が毎月発行しており、秋田県全域の経済動向を図る

指標となっていることから、以下の項目について情報を収集する。 

《分析に必要とする情報》 

・工業・商業・サービス業の状況 

・工業・商業・サービス業ごとの過去一年に亘る推移 

（工業：生産額・公共工事請負額・住宅着工数、商業：売上額、サービス業：売上額） 

 

２「にかほ市経済動向調査」の実施 

前期の経営発達支援計画より実施している「にかほ市経済動向調査」を継続して実施する。詳細は

以下の通りである。 
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《調査対象》 

管内小規模事業者 30者【6チーム（1 チーム：経営指導員１名＋経営支援員１名）×5者】 

→工業・商業・サービス業を当地域の構成比を踏まえ調査対象事業者を決定する。 

 

《分析に必要となる情報の概要や手法・実施内容》 

ヒアリング調査：四半期ごとに経営指導員が対象事業者を訪問し情報を収集する。 

【業種の状況（数値面では把握できない定性的な情報を取得する）、今後活用を希望する支援策、 

後継者の有無、雇用の過不足感、商工会への要望等】 

 

《分析手法》 

経営指導員等が収集した情報を四半期ごとに取りまとめ、専門家と連携して経済動向分析を行う。 
 

（４）成果の活用 

調査や分析結果を小規模事業者の目線で分かり易く解説し「報告書」として取りまとめる。取りま

とめた「報告書」は、地域小規模事業者や創業予定者等が、いつでも活用できるように商工会のＷｅ

ｂサイトからダウンロードできるように掲載する。また、地域内小規模事業者へ発信・配布する。活

用場面としては、融資や補助金申請の際などの外部環境分析等を行ったうえで事業計画を策定するこ

とを想定している。また、経営指導員が巡回指導や窓口相談に臨む際の指導基礎知識として活用して

いく。 

 

ポイント：事業者が「経済動向調査報告書」の結果を、経営状況の分析や事業計画策定に活用できる 

よう、今後に役立てる工夫を模索していく。 

 

４．需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

需要動向調査は、前期の経営発達支援計画以前はあまり実施できていなかった。前期の経営発達支

援計画以降は、事業者の需要開拓に資する調査、分析事業にかかわるようになったものの、以下の視

点で、取組の不十分さを理解している。 

・展示会や商談会等の出展時に、その出品商品等の受容性の把握に留まり、顧客ニーズやバイヤーニ

ーズを踏まえた需要開拓策を起案するには不充分である。その出品商品であったことから、その商

品の改善点等の情報収集等が不足していた。 

・地域資源を生かした商品やサービスの開発につながるような需要動向の把握を実現するには至って

いない。 

 

以上のことから、マーケットインの視点を大切にした「商品・サービス開発」や種々の集客や販促

策の実現につながるような、有用な調査や分析を実現していかなければならない。調査実施や分析に

おいて、ノウハウや知識等が不足する場合には専門家との連携も視野に入れたい。 

 

※当会で指す地域資源とは、秋田県の地域資源認定を受けたものだけでなく、地域より古くより伝え

られている素材・伝統文化を指し以下５分類とする 

 １）ハタハタ等の海産物、２）いちじく、３）鱈・鱈しょっつる、４）米・蕎麦等の農産物 

５）味噌・醤油・清酒等の発酵食品 
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（２）目標 

１業種ごとの需要動向調査事業 

 現行 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 

需要動向調査分析事業の回数 - 1回 1回 1回 1回 1回 

上記 支援事業者数 - 3者 3者 3者 3者 3者 

上記 売上 対前年比増加率 - 10％以上 10％以上 10％以上 10％以上 10％以上 

*売上 対前年比増加率は、前年の売上実績を１として対象年を評価したもの。当年支援のため翌年の実績を持って評価 

 

２地域資源を活用した需要動向調査事業 

 現行 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 

需要動向調査分析事業の回数 - 1回 1回 1回 1回 1回 

上記 支援事業者数 - 3者 3者 3者 3者 3者 

上記 売上 対前年比増加率 - 10％以上 10％以上 10％以上 10％以上 10％以上 

*売上 対前年比増加率は、前年の売上実績を１として対象年を評価したもの。当年支援のため翌年の実績を持って評価 

 

（３）事業内容 

１業種ごとの需要動向調査分析事業 

＜事業の概要＞ 

毎年、工業、商業、サービス業の順に、対象の業種を決め、その業種から重点支援する事業者を 3

社ピックアップする。その事業者に必要な調査並びに分析を支援し、個々の事業者の販路開拓の取組

の「実現性」「費用対効果」の向上を目的に実施する。なお、対象業種の順番は以下とする。 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 

工業 商業 サービス業 工業 商業 

＊ここで指す工業は、電子部品加工業、機械金属加工等の製造業及び建設関連事業、商業は、食料

品等小売業、製造小売業、卸売業等、サービス業は、飲食業、宿泊業、観光関連サービス業、

であり、以後の表記においても同様である。 

 

＜具体的な内容＞ 

①支援する事業者の選定 

  毎年、対象とする業種から需要開拓意欲の高い事業者 3件を選定する。 

 

②事業者の需要開拓の課題の確認 

事業者ごとに経営指導員等が事前に巡回訪問し、需要開拓の取組における課題を洗い出す。 

 

③調査・分析 

経営指導員等が認識した課題解決に向け、顧客のニーズや選好を知るための調査書の設計、調査

の実施、分析を行う。支援にあたっては事業者が主体的に取り組めるよう、専門家を活用する等、

取組に工夫が必要である。 

 

④具体的な解決策の助言等 

  調査や分析結果を踏まえ、事業者に需要開拓における課題改善に資する助言を行う。想定される

助言は、商品やサービス開発にかかわること、メニューやＰＯＰ、チラシにかかわること等、事業

者の課題に準拠したものになる。 

⑤粘り強いアフター支援 
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助言した取組の実現性が高まるよう、経営指導員等は粘り強く伴走する。具体的には 3ヶ月に 1

回以上の頻度で訪問し、ヒアリングや議論を通じて実現を支援する。 

 

＜業種別で想定される調査の論点＞ 

「１．目標」で展望を紹介した通り、事業者ごとに必要な情報や分析は異なるが、業種ごとには概

ね傾向があると判断する。具体的には、下表の通りである。 

事業者の業種 調査の想定される傾向 

工業 

・成長分野、トレンド、市場に関する情報収集 

・ＤＸの取組や人材の活用状況 

・受注先の多様化を踏まえた「大手事業者の受容性」 

商業 

・最新の消費者ニーズ、トレンド、地域資源に関する情報収集 

・ＥＣサイト、ＳＮＳ等の活用状況 

・販促策、集客策の起案と展開において、ボトルネックになる論点の情報 

や事象 

サービス業 

・観光やインバウンドのニーズ、トレンド、地域資源に関する情報収集 

・効果的なプロモーションの展開方法 

・販促策、集客策の起案と展開において、ボトルネックになる論点の情報 

や事象 

 

＜調査対象者とサンプル数＞ 

 調査対象者は、選定した事業者のかかえる「需要開拓における課題」によって都度、対象は異なる。 

対象は消費者であったり、バイヤー、同業者であったりする。サンプル数は、統計的な要求精度と

信頼率を順守したものになる。母集団の適切なサンプル数の確保が必須である。 

 

＜調査書の内容等＞ 

 支援対象事業者のかかえる需要開拓における課題や業種ごとのかかえる課題等により都度異なる。 

 

＜調査手段＞ 

 支援対象の事業者需要開拓における課題や業種ごとのかかえる課題等により都度異なる。 

 

＜分析手段や手法＞ 

 必要に応じて専門家の力を借り、統計的視点で分析し報告書として取りまとめる。分析の支援にお

いて、経営指導員等が身に付けておかなければならない視点は以下のとおりである。 

経営指導員等に求められる分析支援の視点 

回帰分析：単回帰分析、重回帰分析、因子分析、質的データの多変量解析 

（数量化Ⅰ類、数量化Ⅱ類） 

 

＜活用方法＞ 

・事業者の種々の集客や販促策等における需要開拓策の立案や実行に活用する。 

・事業者においては、実施すべき需要開拓策が明らかになるため、必要に応じて事業計画の策定や計 

画の見直しに活用する。 

・にかほ市内に同様の情報を必要とする事業者が存在する場合、汎用的な部分のみであるが、指導や

助言時の基礎資料として経営指導員等が活用する。 
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２地域資源を活用した需要動向調査分析事業 

 事業の内容や成果の活用等、概ね「１業種ごとの需要動向調査事業」の流れと相違はない。相違点

は以下の 2点のみである。 

・各年ごとの対象とする地域資源 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 

ハタハタ等の海産物 いちじく 鱈・鱈しょっつる 
米・蕎麦等の 

農産物 

味噌・醤油・清酒

等の発酵食品 

 

・想定される調査の論点 

地域資源 調査の想定される傾向 

ハタハタ等の海産物 
・当地域の海産物の認知度、食材の可能性に関する情報収集 

・食味やパッケージ等を含めた商品化へのポイント 

いちじく 
・北限のいちじくとしての認知度向上、ブランド化に向けた情報収集 

・付加価値向上に向けた消費者ニーズが高い加工・調理、提供方法 

鱈・鱈しょっつる 
・鱈・鱈しょっつるの認知度、調味料としての可能性に関する情報収集 

・消費者ニーズに合致した商品開発に向けたポイント 

米・蕎麦等の農産物 
・当地域の農産物の認知度、食材の可能性に関する情報収集 

・差別化、効果的なブランディング、プロモーション方法 

味噌・醤油・清酒等

の発酵食品 

・当地域の発酵食品の認知度、食材の可能性に関する情報収集 

・差別化、効果的なブランディング、プロモーション方法 

 

（４）成果の活用 

調査や分析結果を小規模事業者の目線で分かりやすく解説し「報告書」として取りまとめる。取り

まとめた「報告書」は、関連する小規模事業者へのフィードバックを行い、地域資源の潜在的な可能

性を拡げ商品開発やブランディング等の支援に活用する。 

 

ポイント：マーケットインの視点が生かされるように、需要開拓の取組への反映手法や手順を報告書

や事業者へのフィードバックでわかりやすく解説する。 

 

５．経営状況の分析に関すること  

（１）現状と課題 

前期の経営発達支援計画の実施以前は、主に非財務分析（ＳＷＯＴ分析）や小規模事業者への記帳

継続指導による財務分析が中心であった。しかしながら、前期の経営発達支援計画を通じて、事業者

自らが強みや弱みといった現状を正しく認識することと併せて、商品やサービス、業界動向や消費ト

レンドなどの将来を見据えた情報を得て、経営戦略の立案や事業計画に活かせる事業者を増やすこと

につながっている。 

しかしながら、まだ道半ばであるため本計画においても引き続き「自ら情報を整理、分析」できる

事業者を増やせるように支援体制を継続、強化していきたい。 

 

（２）目標 

支援内容 現行 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 

経営分析事業者数 141者 122者 122者 122者 122者 122者 

 

（３）事業内容 

１巡回訪問による経営分析 

地域内の小規模事業者の経営状況を把握するため、経営指導員等による巡回訪問を通じて経営状況

の把握・分析を行うことで、小規模事業者の企業のライフサイクルに応じた持続的な発展につなげる。 
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＜分析支援の項目＞ 

「経営状況（自社の強み・弱み・機会・脅威）」、「経営者の年齢・後継者の有無」、「事業の方向性」、

「経営課題・悩みの把握」、「商工会への要望」等とする。 

 

＜分析の手法＞ 

タブレット端末を活用し「業種別審査事典（電子版）」等の業界情報と自社との比較分析を行い、

口頭による分析結果の提供を行っていく。さらに意欲のある小規模事業者（成長期～安定期）を把握・

掘り起こし、全国商工会統一システムである「経営改善計画作成システム及び分析システム」を活用

した経営分析と経営指導員等による詳細なＳＷＯＴ分析などを行い、後述する「モニタリング ポー

ト」による分析結果の提供を行う。 

 

２システムを活用した財務状況の分析・モニタリング ポートの提供 

１による経営分析において非財務分析を行った 122事業者を対象として、財務面からの経営状況の

分析を行う。本分析結果は１と併せて、「モニタリングレポート」の作成による“見える化”を図り、

巡回訪問や個別面談の機会を通じて提供する。 

《対 象 者》意欲のある小規模事業者 24者【6チーム×4者】 

《分析項目》「収益性」、「安全性」、「生産性」、「成長性」 

《分析手法》経営支援員が「商工会クラウドＭＡ１」または中小企業基盤整備機構の「経営計画 

つくるくん」を使用し、小規模事業者の決算書を基に財務分析を行う。分析結果につ

いては、経営指導員、経営支援員各 1名がチームとなり、カンファレンスを行い下記

「モニタリングレポート」を作成し、小規模事業者へ提供を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図：モニタリング ポート（分析結果の見える化） 

 

（４）成果の活用 

・小規模事業者の経営分析の支援については、傾聴と対話を通じて経営課題の把握につなげる。その 

うえで、“Face to Face”での説明を行い経営課題の解決に努める。 

・商工業者データベースの管理への活用 

＜背景＞ 

これまで、支援内容や経営課題の情報は、経営改善貸付等の融資推薦書の内部資料としての活用や

指導員個々の活用に留まっていた。さらに、本支所間での地理的な事情から詳細な情報共有が行き届

かないことから、会話による共有が中心となる傾向もあり、継続した指導につながりにくかった。こ

の原因は、相談カルテ入力に際しデータとして共有すべき事項が統一・標準化されていなかったため

と考えられる。 
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＜活用＞ 

経済動向調査や巡回訪問で把握した情報を基に、企業実態や経営課題のデータ管理整備を随時行う

ようにし、小規模事業者の現状や支援ニーズを蓄積することで、経営指導の継続性を確保するととも

に事業計画の策定支援につなげる。分析項目として、「基本理念」、「市場・顧客」、「財務会計」、「人

事労務」等で分類するほか、下記図のとおり創業から承継・廃業に至る企業のライフサイクルごと（創

業期～衰退期）に類型化することで、経営課題の解決方策の検討へとつなげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：企業のライフサイクルによる事業計画策定支援イメージ 

 

６．事業計画策定支援に関すること  

（１）現状と課題 

前期の経営発達支援計画の遂行前は、持続化補助金の申請等小規模事業者の施策活用や、経営改善

資金融資推薦書の作成等、事業計画を策定する機会は限られていた。つまり、補助金の採択や資金調

達を目的とした事業計画の作成に留まっていた。しかしながら、前期の経営発達支援計画の実行を通

じて、本来の事業計画策定の目的である“生産性の向上による持続的発展”、“ 事業の成果や成長の

実現性の向上”に貢献できる支援体制が構築されつつある。 

 今後は、この本来の目的の重要性を、管内の小規模事業者に広く啓発啓蒙しつつ、一方でその重要

性を理解した事業者が、自ら計画を策定できる能力の育成へと舵を切っていきたい。なお、この計画

目的の実現にＩＴ化やＤＸへの取組が有効である旨の理解を促していきたい。 

 

（２）事業計画策定支援における留意点 

当会は、前期の経営発達支援計画、さらには先述の「目標の達成に向けた方針」を踏まえ、にかほ

市の実情(経営者や客層の高齢化等々)に配慮した支援を模索していく。そのためには、下表の切り口

を念頭に置いて、アプローチしていきたい。 

（事業ステージ別） 

創業 事業継続のため、実効性のある実現可能な創業計画策定を支援する。 

第 2創業 新たに参入する事業の将来性を見極め、持続可能な計画策定を支援する。 

事業承継・継承 計画的な事業承継や承継に関する課題抽出を行い、資産の見える化を支援する。 

（ほか論点） 

ＤＸ 
業務改善や需要開拓の効果を向上させるため、取組の意義や必要性の理解を促し

ながら事業計画書策定を支援する。 
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（３）目標 

支援内容 現行 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 

創業塾開催回数 1回 1回 1回 1回 1回 1回 

①創業計画策定事業者数 5者 6者 6者 6者 6者 6者 

事業承継セミナーの開催回数 1回 1回 1回 1回 1回 1回 

②事業承継計画の策定事業者数 7者 6者 6件 6件 6者 6者 

事業計画策定等セミナーの開催

回数 
4回 1回 1回 1回 1回 1回 

③事業計画策定事業者数 24者 20者 20者 20者 20者 20者 

事業計画策定事業者数 

（①＋②＋③） 
43者 32者 32者 32者 32者 32者 

ＤＸ推進セミナーの開催回数 - 1回 1回 1回 1回 1回 

 

（４）事業内容 

１創業塾の開催と創業計画策定支援の実施 

創業希望者や創業間もない事業者の支援については、前期の経営発達支援計画を通じて、秋田県商

工会連合会等と連携し年 1 回“創業塾”を開催していた。結果、創業までに必要なノウハウの習得が、

事業者において実現しているという成果を確認している。 

そこで今後も“創業塾”を年１回開催することとする。 

＜参加者の募集方法＞ 

商工会ホームページのほか、にかほ市とも連携し市の広報等を通じ広く募集を行い、市内での創業

希望者の発掘に努めていく。 

 

＜創業塾の開催内容＞ 

・講師の選定 

「３.地域の経済動向調査に関すること」及び「５.経営状況の分析に関すること」の取組を踏まえ、

にかほ市の状況を踏まえた「事業計画策定」の助言が実現できる専門家を講師として選定する。 

 

・創業塾の概要 

創業に向けた創業計画の策定や金融機関からの資金調達支援等、創業期からの持続的発展が実現で

きるよう集合形式で学びの場を提供する。創業塾終了後には、実際に事業者自身が腑落ちした創業計

画を手元に持てるよう創業塾の内容に工夫を加えるほか、“生産性の向上による持続的発展”、“ 事業

の成果や成長の実現性の向上”が叶う計画策定を実現していく。 

 

２事業承継計画策定セミナーの開催 

・セミナーの内容 

当地域においては今後一層の高齢化等外部環境が厳しくなることが予想されていることから、事業

承継計画の策定は当地域の重点課題である。前期の経営発達支援計画を通じて、また本計画の「５.

経営状況の分析に関すること」の取組との相乗効果により、事業者の置かれている状況を経営指導員

等が把握・データベース化できることから、比較的スムーズな計画の策定も期待できる。 

本計画からは、事業承継セミナーを年 1回新たに開催し、事業承継が地域経済のダイナミズムの源

泉であることの啓発啓蒙、さらには地域に必要な商品やサービスの継承を実現していきたい。 

≪セミナーの内容に盛り込みたい要素≫ 

事業承継の地域にとっての意義、承継の家族や親族にとっての意義、承継方法、承継の時期、承

継の際の税務面での取り扱い、事業承継計画の構成や記述の要点となる承継にあたって検討してお

きたい論点等。 
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・セミナー後の支援体制 

経営指導員 1名と経営支援員 1名のチームによる「財務」・「非財務」両面からのかかわりを意識し、

「秋田県事業引継ぎ支援センター」等の関係機関との連携を図ってフォローアップしていく。 

 

・参加者の募集方法 

日常の伴走支援で、事業承継が今後必要になる事業者が明確になっているため、これらの事業者を

経営指導員等が声掛けして広く参加を募っていく。 

 

３事業計画策定セミナーの実施 

事業計画策定の必要性や意義について理解を促すとともに、計画の策定を自らできるスキルが身に

つくよう内容を工夫していく。 

対象者 

・工業、商業、サービス業、地域資源の活用事業に類する事業者 

・すでに経営状況の分析を行った事業者 

・経営改善や業績改善の取り組みを進めたい事業者 

募集方法 
工業、商業、サービス業、地域資源の活用事業に類する事業者で、経営状況の分

析を行った事業者に対して個別に参加を促していく。 

回  数 年 1回 

内  容 

・工業、商業、サービス業、地域資源活用事業にかかわる計画策定上の留意点 

・計画策定の意義や必要性を理解できるようにする。 

・策定した計画の利用の仕方等を理解できるようにする。 

・考え方や書き方のポイント (企業概要、顧客ニーズと市場の動向、自社や自社

の提供する商品・サービスの強み、経営方針・目標と今後のプラン、事業の具

体的内容、事業の効果、経費の明細、資金調達計画等々) の習得できるように

する。 

参加者数 20名 

 

４ＤＸ推進セミナーの開催 

デジタル化やＩＴ化、さらには進んだＤＸ化は業務改善や需要開拓の効果を向上させるうえで、避 

けて通れない。その取組の意義や必要性の理解を促しながら、事業計画書への反映方法について学べ

るようにする。 

対象者 

・事業計画を新たに起案しようとする事業者 

・すでに事業計画があり進行中であるが、さらなる業務改善等々が必要な事業者 

・経営状況の分析を行った事業者 

・創業の窓口相談等で来所されている方 

・経営改善や業績改善の取り組みを進めたいとする事業者 

募集方法 
経営状況の分析を行った事業者に対して、個別に参加を促していく。 

当商工会のｗｅｂサイト等、広く告知を行う。 

回  数 年 1回 

内  容 

・基礎的なデジタル化、ＩＴ化、ＤＸ等の概念について理解を促す。 

・ＤＸの推進で期待できる業務効率化、費用対効果等を実感してもらう。 

・ＤＸの推進で事業計画に反映する際の留意すべき点について理解を促す。 

参加者数 15名 

 

（５）成果の活用 

事業計画策定前に経営分析を実施し、対話と傾聴を通じて事業者自らの強みや弱みなどの現状を正

しく把握したうえで当事者意識を持った能動的な取組を支援する。さらに、自社分析を生かし補助金

の活用により、さらなる経営の持続的な発展につなげる。創業、承継については確実な実現を目指す。 
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７．事業計画策定後の実施支援に関すること  

（１）現状と課題 

 計画の遂行状況を適時確認する中で、需要開拓が上手く進まないために、計画通り実現できておら

ずマイナスの売上差異となる状況が多い。これまではその状況に有効策を持たず見守るといった支援

姿勢であった。 

 今後は、需要開拓の取組を側面支援できる体制について経営発達支援計画を通じて模索し、計画通

り実現できていないというマイナスの売上差異の状況を改善していきたい。 

 

（２）支援に対する考え方 

 工業、商業、サービス業、地域資源活用事業ごとに支援を行う。支援にあたっては、経営指導員等

が中心に伴走するが、課題に専門的な知見やノウハウが必要であれば、種々の外部専門家を活用する

等、早期な解決を心掛けていく。 

 

（３）目標 

支援内容 現行 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 

フォローアップ対象事業者数 

（工業） 
16者 8者 8者 8者 8者 8者 

フォローアップ対象事業者数 

（商業） 
8者 2者 2者 2者 2者 2者 

フォローアップ対象事業者数 

（サービス業） 
8者 7者 7者 7者 7者 7者 

フォローアップ対象事業者数 

（地域資源活用事業） 
- 3者 3者 3者 3者 3者 

フォローアップ対象事業者数 

（創業支援者） 
- 6者 6者 6者 6者 6者 

フォローアップ対象事業者数 

（事業承継支援者） 
- 6者 6者 6者 6者 6者 

合計 24者 32者 32者 32者 32者 32者 

頻度（延回数） 4回 
四半期 

（128回） 

四半期 

（128回） 

四半期 

（128回） 

四半期 

（128回） 

四半期 

（128回） 

  

 現行 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 

売上増加事業者数 - 6者 6者 6者 6者 6者 

上記 売上 対前年比増加率 - 10％以上 10％以上 10％以上 10％以上 10％以上 

＊売上 対前年比増加率は、前年の売上実績を１として対象年を評価したもの。従って成果検証は翌年になる。 

 

（４）事業内容 

１定期的な巡回訪問を通じた進捗状況の確認による継続したフォローアップ 

事業計画策定済の事業者に対して、四半期に一度のフォローアップを行っていく。巡回訪問により

計画の進捗状況を確認し、ここで収集した情報をデータベース化することにより継続した支援を可能

にする。 

計画の進捗状況の確認では、外部環境の変化によって生じたズレを修正するため、事業計画の見直

しも視野に入れる。売上のマイナス差異の解消は本事業で留意すべき論点になるが、秋田県商工会連

合会や中小企業基盤整備機構などの関係機関、種々の専門家との連携により、差異の解消を速やかに

実現していく。 
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２創業塾等の参加者（創業予定者）と関係機関と連携したフォローアップ 

巡回訪問を通じて創業予定者等へのフォローアップを行う。創業塾開催以後の計画実施に向けた支

援については、計画的巡回訪問（創業塾受講後から年 4回（計画状況に応じて支援回数を決定する））

を行い、地域内における創業人口の増加、定着を図る。 

 

３事業承継者への関係機関と連携したフォローアップ（継続・拡充） 

事業承継者については、親族内承継、第三者承継またはＭ＆Ａ等の種別に応じて関係機関（金融機

関、県事業引継ぎ支援センター、県連合会）と連携を図り円滑な事業承継計画の実施に努める。 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

（１）現状と課題 

前期の経営発達支援計画を通じて、国の持続化補助金等の小規模事業者向け施策を踏まえた支援を

進めてきた。今後は、新規顧客の開拓、つまり売上の向上といった明確な需要開拓の成果を見据えた

支援を強化していく。特に工業、商業、サービス業、地域資源を活用した業種別の特性を踏まえた支

援を進めたい。本計画期間では、実需を意識し展示商談会等への出展支援を行っていく。 

 

（２）支援に対する考え方 

先述にならい、工業、商業、サービス業、地域資源活用事業ごとに以下の考え方で支援を行う。 

工業 

高い技術力・技能を生かし、小規模事業者ならではの機動力と柔軟性の高い事業

者が複数確認できた。そうした事業者の新たな受注先獲得に向けた展示商談会へ

の出展を視野に支援を行う。 

商業 

継続支援・創業支援を続ける中、地域資源を活用した加工食品の開発等への取組

を行う事業者が複数確認できた。そうした事業者の地域外への販路拡大のため、

ＥＣサイトの活用や展示商談会への出展を視野に支援を行う。 

サービス業 

飲食業や宿泊業を営みながら、新たな取組として地域資源の活用による新商品・

新サービスやＳＮＳ等による積極的な情報発信を検討する事業者が複数確認で

きた。そうした事業者の新たな取組に向けた支援を行う。 

地域資源を 

活用した事業 

継続支援の中、地域資源を活用して意欲的に新商品開発や販路拡大に取り組む事

業者が複数確認できた。そうした事業者の販路拡大のため、ＥＣサイトの活用や

展示商談会への出展を視野に支援を行う。 

 

（３）目標 

支援内容 現行 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 

需要開拓の場提供事業数 

（工業） 
- 1件 1件 1 件 1件 1件 

需要開拓の場提供事業数 

（商業） 
- 4件 4件 4 件 4件 4件 

需要開拓の場提供事業数 

（サービス業） 
- 1件 1件 1 件 1件 1件 

需要開拓の場提供事業数 

（地域資源活用事業） 
- 3件 3件 3 件 3件 3件 

合計 - 9件 9件 9 件 9件 9件 
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 現行 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 

売上増加提供事業数 - 4件 4件 4件 4件 4件 

上記 売上 対前年比増加率 - 10％以上 10％以上 10％以上 10％以上 10％以上 

＊売上 対前年比増加率は、前年の売上実績を１として対象年を評価したもの。従って成果検証は翌年になる。 

（４）事業内容 

１業種別の需要開拓の場(展示会・商談会)提供事業 

支援対象 
支援内容（考え方含む） 

≪開催時期・出展事業者数≫ 

工業 

工業関連の展示商談会への出展支援による新たな受発注機会を創出

する。 

東北最大級の展示商談会である「ビジネスマッチ東北」に、管内の

小規模事業者（工業）の 5 者を選定し出展させるとともに、発注先事

業者のニーズ把握及びプロモーションのための商工会ブースを出展す

る。出展者に対しては、商談会でのプ ゼンテーションが効果的に行

えるよう事前研修を行うとともに、事後には名刺交換した商談相手へ

のアプローチ支援を行うなど、商談成立に向けた実効性のある支援を

行う。 

 

≪ビジネスマッチ東北（電気・機械部門）≫ 

・対象：小規模事業者（工業） 

・想定来場者数 4,000人～5,000人 

・会場：宮城県仙台市「夢メッセみやぎ」 

・想定される来場者層：工業関連のバイヤー、受発注先企業等 

・実施内容： 

技術力や品質のプロモーションによる受発注機会の創出 

・需要の調査・分析等によるトレンドの把握や自社分析を生かし

た商談に向けた取組への支援を行う。 

・商工会ブースの設置により複数出展者が連携した効果的なプロ

モーションを支援する。 

・経営指導員や専門家と連携した効果的なＰＲツールの制作やブ

ース装飾の支援を行う。 

 

 

支援対象 
支援内容（考え方含む） 

≪開催時期・出展事業者数≫ 

商業・地域資源活用 

事業 

 

 

秋田県、東北、首都圏における展示商談会への出展支援による新た

な販路拡大の機会を創出する。 

 秋田県最大級の展示商談会である「あきた県産食材マッチング商談

会」及び東北最大級の「ビジネスマッチ東北」並びに全国最大級の「ス

ーパーマーケット・ト ードショー」に対して6者を選定し出展させる

とともに、バイヤーニーズの把握及びプロモーションを実施する。 

出展者に対しては、商談会でのプレゼンテーションが効果的に行え

るよう事前研修を行うとともに、事後には名刺交換した商談相手への

アプローチ支援を行うなど、商談成立に向けた実効性のある支援を行

う。 
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≪あきた県産食材マッチング商談会≫ 

・対象：小規模事業者（商業） 

・想定来場者数 500人 

・会場：秋田県秋田市（秋田テルサ） 

・想定される来場者層：秋田県内のスーパー、百貨店等のバイヤー 

 

≪ビジネスマッチ東北（食と農部門）≫ 

・対象：小規模事業者（商業） 

・想定来場者数 5,000人 

・会場：宮城県仙台市「夢メッセみやぎ」 

・想定される来場者層：東北圏内のスーパー、百貨店等のバイヤー 

 

≪スーパーマーケット・ト ードショー≫ 

・対象：小規模事業者（商業） 

・想定来場者数 65,000人 

・会場：千葉県千葉市「幕張メッセ」 

・想定される来場者層：全国のスーパー、百貨店等のバイヤー 

 

 

・実施内容： 

地域資源の活用による商品開発やテストマーケティングによる販

路拡大の機会創出 

・需要の調査・分析等を踏まえたテストマーケティングの機会創

出や商品開発の支援を行う。 

・地域資源の活用による商品開発や商品のブランディング、プロ

モーション等の取組を支援する。 

・経営指導員や専門家と連携した効果的なＰＲツールの制作やブ

ース装飾の支援を行う。 

 

支援対象 
支援内容（考え方含む） 

≪開催時期・出展事業者数≫ 

商業・サービス業 

データに基づく販売促進やＳＮＳを活用した情報発信、ＥＣサイト

を含めたホームページの構築等によりＤＸを推進する。 

事業者にはホームページやＳＮＳマーケティングによる集客などの

必要性を理解してもらい、新たな需要の開拓を支援する。 

 

≪自社ＥＣサイト開設・ＳＮＳ活用支援≫ 

・対象：小規模事業者（サービス業） 

・実施内容： 

・ホームページやＥＣサイトの構築、コンテンツなどの立ち上げか

ら運営まで伴走支援する。 

・ＥＣサイトの活用を含め、事業者それぞれの段階に応じたツール 

の選定や導入支援を行い、必要に応じて専門家と連携して導入を 

支援する 

 ・効果的なＩＴツールやＳＮＳマーケティング等の情報発信方法に

ついて支援する。 
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（４）成果の活用 

調査・分析結果を基にしたマーケットインの視点を取り入れた商品・サービスや地域資源を活用し

た商品等を、事業計画に則り新たな需要開拓に向けて取り組む事業者を支援する。事業者の計画内容

や成長段階に応じた需要開拓の場を提供し、対話と傾聴を通じて当事者意識を持って展示商談会やＥ

Ｃサイトに能動的に取り組む事業者を伴走支援することで需要開拓や販路拡大を実現する。 

 

 

Ⅱ.経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

現状、経営発達支援計画を評価する「経営発達支援計画推進委員会」（構成員：にかほ市商工観

光部、外部有識者、法定経営指導員）を年 1回実施している。また、経営発達支援計画の評価に加

えて、より成果を出すための助言を受け、事業の見直しを進めてきた。 

 

【課題】 

これまでのところ特段の課題はないものの、図解活用など分かりやすい公表方法による成果の見 

える化を意識し、今後も継続して事業を実施する。 

 

（２）事業内容 

①ＰＤＣＡサイクルによる経営発達支援計画の見直しと公表 

≪以下の取組により、経営発達支援計画のＰＤＣＡサイクルを回す≫ 

【PLAN】（事業の計画・見直し） 

ア）前年度の経営発達支援計画の事業の評価結果を受け、経営指導員等による検討会議を開催し、

事業内容や目標の再設定を行う。  

【DO】（事業の実行） 

イ）経営指導員等は、再設定された目標を達成するため事業を実施する。 

ウ）経営指導員等は、実施内容をクラウド型支援ツール（BIZ ミル等）に入力しデータの蓄積を 

行う。  

【CHECK】（事業の評価） 

エ）週 1 回の定期ミーティングにて、法定経営指導員や経営指導員が相互に進捗状況の確認及び 

   評価を行う。 

オ）にかほ市商工観光部商工政策課、法定経営指導員、外部有識者（中小企業診断士等）で構成す

る「経営発達支援計画推進委員会」を年 1回開催し、経営発達支援計画の進捗状況や評価・検

証、次年度以降の見直しを行い、ＰＤＣＡサイクルの仕組みを構築する。 

カ）「経営発達支援計画推進委員会」での評価結果及び改善策は、理事会等へ報告し承認を受ける。 

キ）経営発達支援計画の成果・評価・見直しの結果については、年 1回当会のホームページで公表

する。 

【ACTION】（事業の見直し） 

ク）「経営発達支援計画推進委員会」による評価をもとに、会員交流会や部会活動などでの意見交

換及び巡回訪問時に意見・要望等を聴取することで“当事者の声”を事業に反映させ、次年度

の事業に向けた見直し、修正を行う。 

 

１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

職員の資質向上対策として、これまでキャリア別や職種別に実施される研修会（Ｏｆｆ-ＪＴ）
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に参加しスキルアップに努めてきたが、職員間で知識等の共有が図られず職員個々の情報収集と知

識の固定化にとどまり、研修成果が職員全体の能力向上と小規模事業者への支援能力向上に繋がっ

ていなかった。また、経験年数の違いにより指導能力に差異が生じるケースもあり、小規模事業者

への指導ノウハウの共有化が図りにくいことが課題である。 

 

【課題】 

本計画では、「事業者の売上や利益を向上させること」「効果の高い販売促進を実施すること」、「Ｄ 

Ｘに向けた相談・指導能力を習得すること」等の知識・ノウハウの習得が課題となるため、Ｏｆｆ 

-ＪＴへの積極的な参加や対話と傾聴による小規模事業者の課題解決支援につながる応用力の向上 

についても急務である。また、チーム支援をはじめとするＯＪＴの実践により、日常業務を通じた 

支援ノウハウの習得を図るほか、定期的に行う「事務局長・経営指導員会議」や「経営支援員会議」、 

「職員全体会議」の開催を通じて研修成果を共有し職員間の支援ノウハウの平準化を図る。 

 

（２）事業内容 

①経営発達支援計画の実行に向けた資質向上 

喫緊の課題である小規模事業者のＤＸ推進への対応にあたっては、経営指導員及び経営支援員等

のＩＴスキルを向上させ、ニーズに合わせた相談を可能にするため、以下の≪ＤＸに向けたＩＴ・

デジタル化の取組≫のような、ＤＸ関連の相談・指導能力向上に資するセミナー・研修会等の開催

情報の収集を行い、資質向上に繋がるものがある場合は積極的に参加する。具体的には、秋田県商

工会連合会の経営指導員研修等の上部団体などが主催する研修や産業能率大学等の研修に参加す

る。 

 

≪ＤＸに向けたＩＴ・デジタル化の取組≫ 

ア）事業者の業務効率化等に向けた取組 

   ＢＰＡシステム、クラウド会計ソフト、電子マネー商取引システム等のＩＴツール、 

テレワークの導入、補助金の電子申請、情報セキュリティ対策 等  

イ）事業者の需要開拓等に向けた取組  

ホームページ等を活用した自社ＰＲ・情報発信方法、ＥＣサイト構築・運用、オンラ

イン展示会、ＳＮＳを活用した広報、モバイルオーダーシステム 等  

ウ）その他の取組 

        オンライン経営指導の方法等、これらの研修・セミナーへの参加は、今までは経営指 

      導員が中心に参加していたが、今後は経営支援員等も含めて積極的に参加する。 

 

②伴走型支援体制の強化  

職員間で支援ノウハウを情報共有し、小規模事業者が求める支援ニーズの適格な把握と持続 

的発展に向けた総合的な支援能力の向上を図る。また、高度化・複雑化する事業者の経営課題 

に対して、専門家や関係機関とのチーム支援により質の高いサポートを実現する。 

具体的には、職員向けのマーケティング支援育成能力の育成研修やビジネス統計活用支援能力  

 の育成研修等、外部講師を招聘した内部研修等を年 1回開催する。 

 

③ＯＪＴ制度 

全職員が対話と傾聴による横断的なチーム支援体制により取り組むことで、経験の浅い職員が伴 

走型支援に必要な指導・助言内容等に関する支援能力の向上が図られる。また、組織全体としての 

支援能力の向上を図る高度専門的な支援案件については、支援内容を定期ミーティング等において 

共有する。さらに、経験の浅い職員が専門家を活用した高度専門的な支援を行う際はベテラン経営 

指導員等の同行を徹底させ、専門家のノウハウを習得する。 
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④職員間の定期ミーティング 

週 1回開催する「事務局長・経営指導員会議」や月 1回開催する「経営支援員会議」等において 

 対話と傾聴による経営支援手法や支援状況等の共有を図り、支援のノウハウ習得と支援業務の標準 

 化を図る。また、会議内で各人の支援状況等を共有し、経営発達支援計画の進捗管理を実施する。 

 

⑤データベース化 

担当経営指導員等が、クラウド型支援ツール（BIZ ミル等）に、支援に関するデータ入力を    

適時・適切に行う。これにより、支援対象となる小規模事業者の経営状況や支援履歴等について全

職員が共有し支援ノウハウを蓄積することにより支援能力の向上を図る。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和 5年 11月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達

支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の

関与体制 等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条５条に規定する 

経営指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

     氏 名：千葉 隆司 

     連絡先：にかほ市商工会 TEL：0184-38-3350 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

     経営発達支援計画の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、 

事業の評価・見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

     〒018-0311 

      秋田県にかほ市金浦字十二林 158-9 

      にかほ市商工会 

      TEL：0184-38-3350 ／ FAX：0184-38-3930 

      E-ｍail：nikaho@skr-akita.or.jp 

 

②関係市町村 

〒018-0192 

      秋田県にかほ市象潟町字浜ノ田 1 

      にかほ市 商工観光部 商工政策課 

      TEL：0184-43-7600 ／ FAX：0184-43-3239 

      E-ｍail：shoukou@city.nikaho.lg.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局長 

副事務局長 
（法定経営指導員） 

にかほ市 

商工観光部 商工政策課 

仁賀保支所 金浦本所 象潟支所 

経営指導員 1 名 経営指導員 4 名 

経営支援員 2 名 

経営指導員 1 名 
経営支援員 2 名 経営支援員 2 名 

嘱託職員 1 名 嘱託職員 3 名 

 

嘱託職員 1 名 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                  （単位 千円） 

 
令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 

必要な資金の額 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 

 

１. 地域の経済動向調査 

 

２. 需要動向調査 

 

３. 経営状況の分析 

 

４. 事業計画策定支援 
  ・事業計画策定セミナー 

  ・創業塾 

  ・事業承継セミナー 

  ・ＤＸ推進セミナー 

 

５. 事業計画策定後の 

実施支援 
・専門家派遣 

 

６. 新たな需要の開拓に 

寄与する事業 

・商談会出展 

・専門家派遣 

 

７．経営指導員等の 

資質向上 
 

８．事業評価委員会 

 

100 
 

300 
 

1,000 
 

400 
100 

100 

100 

100 
 

300 
 

300 
 

1,400 
 

1,200 

200 

 

300 

 
 

200 

 

100 
 

300 
 

1,000 
 

400 
100 

100 

100 

100 
 

300 
 

300 
 

1,400 
 

1,200 

200 

 

300 

 
 

200 

 

100 
 

300 
 

1,000 
 

400 
100 

100 

100 

100 
 

300 
 

300 
 

1,400 
 

1,200 

200 

 

300 

 
 

200 

 

100 
 

300 
 

1,000 
 

400 
100 

100 

100 

100 
 

300 
 

300 
 

1,400 
 

1,200 

200 

 

300 

 
 

200 

 

100 
 

300 
 

1,000 
 

400 
100 

100 

100 

100 
 

300 
 

300 
 

1,400 
 

1,200 

200 

 

300 

 
 

200 

 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

 

調達方法 

国補助金、県補助金、市補助金、会費、受益者負担金 等 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者

を連携して経営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 
連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

連携者なし 

連携して実施する事業の内容 

 

 

 

 

 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

 

 

 

 

 

連携体制図等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


